
令和６事業年度財務諸表等の公表について 

 
 本学の令和６事業年度財務諸表につきましては、令和７年８月 29 日付けで文部科

学大臣より承認されましたので、国立大学法人法第 35 条の２及び準用独立行政法人

通則法第 38 条第３項に基づき関係書類とともに公表します。 

 

 令和６年度の運営状況につきましては、経常費用８，３４６百万円、経常収益８，

６５３百万円となっており、経常利益は３０７百万円となりました。これに、臨時

損益を加減し、前中期目標期間繰越積立金取崩額を加えた令和６事業年度の当期総

利益は３８７百万円となっております。（同額が、経営努力に対するインセンティブ

付与として目的積立金相当額となる予定です。） 

 

 本学は、2030 年を目途として、高専-技科大路線の核となる教育研究システムを新

たに構築し、SDGs に資するイノベーション創出を担う実践的・創造的能力と持続可

能な社会の実現に貢献する志を備えた指導的技術者を養成すること、併せて、SDGs

達成に向けた先進的研究・技術開発を推進し、その社会実装を通じて国内外の産業

集積地域の持続的発展や魅力創りに繋げること等を将来ビジョンとして掲げていま

す。 

ステークホルダーの皆様におかれましては、本学の様々な教育研究活動に対して、

ご寄附や受託・共同研究等により、多大なご支援をいただき、深く感謝申し上げま

す。今後も、本学の教育研究活動の更なる充実と発展を図る所存ですので、引き続

き、ご支援を賜りますようお願い申し上げます。 

令和７年９月 

                                     国立大学法人 

長岡技術科学大学長 

                              鎌 土 重 晴 



財務諸表等の構成

　国立大学法人は、「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に従って会計を行い、
国民に対してその財政状態及び運営状況を明らかにするため、財務諸表を作成することとされています。

説明する附属明細書、決算報告書、事業報告書の作成、添付が義務づけられています。

（単位：千円） （単位：千円）

※（）内の金額は内数

※上記は、令和６事業年度の財務諸表を表しています。なお、この資料上の計数は、端数を切り捨てていますので、合計が合わない箇所があります。

令和６事業年度決算について

<支出>
10,619,084

<収入>
11,212,371

収入－支出
（予算決算上
の現金残高）
1,195,458

<収入>
11,814,543

財務諸表は、①貸借対照表、②損益計算書、③純資産変動計算書、④キャッシュフロー計算書、
⑤利益の処分又は損失の処理に関する書類から構成されており、また、これらを補足

財務諸表　 決算報告書等

現金預金
期末残高
5,350,263

<資産>
23,633,906

(現金預金)
(5,358,839)

<期末残高>
14,603,455

<期首残高>
14,679,070

当期変動額合計
△75,614
（当期純利益）
（294,498）

（目的積立金等取崩額）
（93,273）

目的積立金等
取崩額
93,273

目的積立金
347,495

積立金
40,275

<純資産>
14,603,455

(当期
未処分利益）
(387,771)

<支出>
8,910,827

(定期預金)
(8,576)

<負債>
9,030,450

現金預金
期首残高
3,048,720

当期
未処分利益
387,771

<経常費用>
8,346,540

臨時損失
12,710

当期総利益
387,771
（当期純利益）
（294,498）

<経常収益>
8,653,749

キャッシュ・フロー計算 貸借対照表 純資産変動計算書 損益計算書
利益の処分又は損失の処

分に関する書類（案）
決算報告書

（会計期間における活動区分別資金の流れ） （期末における財政状態） （財政状態と運営状況との関係） （会計期間における運営状況） （未処分利益の処分又は総損失の処理内容） （国の会計基準予算・決算に準拠）

<14,261,091>

[借方]

<14,261,091>

[貸方]
<23,633,906>

[借方]

<19,550,394>

[貸方]

<8,747,022>

[借方]
<8,747,022>

[貸方]

<387,771>

[借方]

<387,771>

[貸方]
<11,814,543> <11,814,543>

附属明細書
（他の書類の内容を

補足）

事業報告書
（大学の事業を、財務的

な面から説明）

[純資産]



（単位：千円）

　産学連携推進事業費補助金を財源とした備品の取得（174,425千円）、原子力規制研究技術基盤
構築事業費補助金を財源とした備品の取得（29,304千円）及び受託研究費財源による備品の取得
（233,179千円）等により769,226千円増加し、減価償却による減少（△792,428千円）等と併せて、全
体で42,051千円減少しました。

工具器具備品 ２，１５９，０４３　　（△４２，０５１）

　教職員数の増加、教職員の退職による退職手当支給額の増加、人事院勧告による給与引き上げ等の
影響により、全体で142,008千円増加しました。

　国立大学改革・研究基盤強化推進補助金、原子力規制研究技術基盤構築事業費補助金等の補助
金による費用の増加、研究関連機器の減価償却費の増加により、全体で60,242千円増加しました。

　施設整備費補助金を財源とした施設整備（146,025千円）等により166,618千円増加しましたが、減
価償却による減少（△86,243千円）とあわせて、全体で80,375千円増加しました。

※（）内は前事業年度末との差額

　令和６年度の費用は、国立大学改革・研究基盤強化推進補助金に係る費用の増加や新規補助金の獲得に
よる費用の増加、研究関連機器の減価償却費の増加により研究経費が60,242千円の増加となったこと、教職
員数の増加、教職員の退職による退職手当支給額の増加等により人件費が142,008千円の増加となったこと、
学内施設設備の改修・修繕に伴う費用の増加等により一般管理費が37,465千円の増加となったこと等の増加
要因により、費用全体としては、前年度と比較して、240,554千円の増加となりました。
　令和６年度の収益は、運営費交付金（特殊要因）の執行額増加等により運営費交付金収益が増加したこと、
新規補助金の獲得、長期繰延補助金等の取崩に伴う収益化により補助金等収益が増加したこと等による増加
要因により、収益全体としては、前年度と比較して380,456千円の増加となりました。
　当期総利益は、学内既定事業の補助金や間接経費への執行切替、経費の見直しを図ったことによる経費削
減等により387,771千円となり、このうち347,495が目的積立金相当額となります。

１，１７３，１２１　　（＋６０，２４２）

人件費 ３，８５０，３２８　　（＋１４２，００８）

費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８，３５９，２５０（＋２４０，５５４）

教育経費 １，１５９，０９７　　（△１２，３１７）

研究経費

補助金等収益 １，０７７，６０７　　（＋１３５，２９７）

収益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８，６５３，７４９　（＋３８０，４５６）

　ライフライン再生（排水設備）などの学内施設設備の改修・修繕を行ったこと等により、全体で37,465千
円増加しました。

現金及び預金
一般管理費 ６０１，４７４　　（＋３７，４６５）

　新規補助金の獲得や補助金、施設整備費補助金財源等による調達に係る年度をまたいだ未払金の
増加により、2,301,543千円増加しました。

その他未収入金 ９５，４７４　　（△１４７，１４１）

５，３５８，８３９　　（＋２，３０１，５４３）

建物 ８，４２８，３９７　　（＋２，０５９，５６２）

地域産学官連携科学技術振興拠点施設整備費を財源として施設整備（1,863,259千円）、産学連携
推進事業費補助金を財源とした施設整備（332,180千円）等により2,641,419千円増加しましたが、減
価償却による減少（△581,857千円）とあわせて、全体で2,059,562千円増加しました。

　主に前年度に行った学内施設設備の改修・修繕に係る費用分の減少により、全体で12,317千円減少
しました。

構築物 ８５７，９１８　　（＋８０，３７５）

貸借対照表の概要 損益計算書の概要

（単位：千円）

　
　令和６年度の資産は、減価償却等による減少要因に対して、地域産学官連携科学技術振興拠点施設整
備費によるリージョナルGXイノベーション共創センター、産学連携推進事業費補助金等によるDXRものづくり
オープンイノベーションセンター、施設整備費補助金による学内施設設備の整備・改修、産学連携推進事業
費補助金等の実施に係る備品の取得等、新規補助金の獲得等による現金及び預金の増加による増加要
因により、前年度と比較して4,083,512千円の増加となりました。
　なお、下記の増減事由には、主なものを記載しています。

※（）内は前事業年度末との差額

資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３，６３３，９０６　（＋４，０８３，５１２）

　　純資産　　　　　 　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　１４，６０３，４５５　（△７５，６１５）

　当期未処分利益が計上されたことによる増加がありましたが、固定資産の減価償却に伴う減価償却
相当累計額の増加による減少により、75,615千円減少しました。
●政府出資金等（当期未処分利益を除く）…14,215,684千円
●当期未処分利益…387,771千円

　新規に獲得した補助金や受託・共同研究の間接経費による学内既定事業の執行切替、経費の見直し
を図り経費節減等に努めたことにより、当期総利益は387,771千円となり、このうち347,495千円が目的
積立金相当額となる予定です。
　目的積立金は、経営努力に対するインセンティブ付与として、文部科学大臣から承認されるものです。
本学では、教育研究支援体制の強化、令和８年度に迎える開学50周年に向け、知的交流・地域交流・
国際交流の場としてのパブリックスペースの整備のための財源、老朽化が進む施設設備の長寿命化及び
高度化のための財源として目的積立金を活用しています。こうした教育研究環境整備のために必要な財
源を確保する必要があり、目的積立金を捻出しました。

　補助金財源による固定資産の取得に伴う長期繰延補助金等の増加（1,853,783千円）、補助金、施
設整備費補助金等による調達に係る年度をまたいだ未払金の増加（1,763,391千円）等により、
4,159,126千円増加しました。

運営費交付金収益 ４，０１０，９７９　　（＋１５６，９９６）

　受託研究費の受入額増加（163,169千円）等により、全体で98,807千円増加しました。

　地域産学官連携科学技術振興拠点施設整備費の受入れや新規補助金の獲得による受入額の増加、
長期繰延補助金等の取崩に伴う収益化（330,437千円）による増加等により、全体で135,297千円増加
しました。

　ミッション実現加速化経費（共通政策課題分）の執行額増加、特殊要因運営費交付金（退職手当）の
執行額増加等により、全体で156,996千円増加しました。

受託研究等収益

当期総利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３８７，７７１　（＋１９２，０５９）

１，２６４，３８４（＋９８，８０７）

　補助金に係る未収入金の減少等により、147,141千円減少しました。

　負債　　　  　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　９，０３０，４５０　（＋４，１５９，１２６）
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